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【第 43 回 JA 群馬県大会議案の全体概要】

協同活動と総合事業で食と農を支え、豊かなくらしと活力ある地域社会を実現する

①持続可能な農業の実現　②豊かでくらしやすい地域共生社会の実現　③協同組合としての役割発揮

JAグループ群馬の
存在意義

持続可能な農業・地域共生社会の実現 ～協同活動と総合事業の好循環～大会議案
主題・副題

基本的考え方 取組戦略 対応方向

JAグループ群馬一丸となって協同の力を発揮

理解醸成に向けた情報発信

⑶
社会的な潮流・
要請への対応

⑴戦略的な情報発信に向けた広報戦略の確立

⑶価値提供に向けた協同組合らしい人づくり

⑵組合員・利用者から信頼される組織・業務運営の実践

⑴持続可能な経営基盤の確立・強化

⑶女性・青年をはじめとする多様な組合員の参画促進

⑵価値観を共有する仲間づくり（組合員数の維持・拡大）

⑴組合員の現状把握と類型化をふまえた関係強化

⑶総合事業による組合員の豊かなくらしの実現

⑴食料安全保障への貢献に向けた地域農業の実践

⑶農業者の所得増大と県産農畜産物の安定供給

①協同組合の役割や価値
　に対する理解の醸成

③組織と経営を支える
　人づくり

②デジタル活用の促進

各戦略で実践

⑵農業・JAグループに対する理解醸成・行動変容に向
　けた情報発信

⑵各種協同活動の実践による協同組合としての強み
　の発揮

⑴活動・事業を通じた組合員の豊かなくらしの実現
　（活動と事業の好循環）

⑵次世代の確保や環境との調和を通じた持続可能な
　農業の実現

⑷農業の担い手のニーズへの対応強化に向けた営農
　経済事業体制の整備

⑷活動・事業を通じた地域社会の活性化・地域共生社会
　の実現

⑶組合員・職場向け広報（組織内広報）による組合員・
　役職員の理解促進

10年後のめざす姿

JAグループ群馬としての方向性

第43回 JA群馬県大会議案

Ⅴ

広報戦略

⑵
活動と事業の
好循環による
価値提供を支
え る 組 織 基
盤・経営基盤
の強化

⑴
組合員・地域
社会に提供す
る価値の最大
化

目標 組合員数の維持・拡大

目標 事業収益性の向上

①組織基盤強化

目標 農業者の所得増大

①食料・農業への貢献

②経営基盤強化

Ⅲ

組織基盤強化
（JA仲間づくり）

戦略

Ⅳ

経営基盤強化
戦略

②組合員のくらし・地域
　社会への貢献

Ⅱ

くらし・地域
活性化戦略

Ⅰ

食料・農業
戦略
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１．JA グループ群馬の存在意義の提起
○　これまで JAグループ群馬は、県内の農業・農村・地域社会の維持発展のために役割を発揮し
てきましたが、取り巻く環境が変化するなか、JAに寄せられる期待や果たすべき役割について
も変化しています。
○　JAグループ群馬が今後も「食と農を基軸として地域に根ざした協同組合」として役割を発揮
し続けるためには、「JAとはどのようなことをめざす組織なのか」について改めて確認し、理解・
共感を広げていくことが重要です。
○　令和７年（2025 年）が国際協同組合年となることから、取り巻く環境や JAへの期待をふま
えた「JAグループ群馬の存在意義」を以下のとおり整理し、社会に対して発信することで、周知・
理解をはかります。

【JA グループ群馬の存在意義】

協同活動と総合事業で食と農を支え、豊かなくらしと活力ある地域社会を実現する

２．第 43 回 JA 群馬県大会における
　　「JA グループ群馬のめざす姿」の位置づけ
　第 42回 JA群馬県大会で示した「JAグループ群馬のめざす姿（10年後）」について、以下を
ふまえて更新し、その実現に向けて取り組みます。
①　食料・農業・農村基本法の改正をふまえた「食料安全保障の確保」、気候変動等の「環境問
　題への対応」については喫緊の課題であり、持続可能な農業の実現に向けた新たな課題の一
　つとして位置づけます。
②　令和７年（2025年）が国際協同組合年となることをふまえ、JAが「様々な活動」を通じて、
　地域社会において協同組合としての役割を発揮し、豊かでくらしやすい地域共生社会の「持続
　的発展」に貢献していくことを明確にします。

【第 43 回 JA 群馬県大会議案：JA グループ群馬のめざす姿（10 年後）】
※下線部は、第 42回 JA群馬県大会決議から追記した箇所

①　持続可能な農業の実現
　　　消費者の信頼や実需者のニーズにこたえ、食料安全保障の確保に向けて、安全で安心な
　　県産農畜産物を環境に配慮しつつ、安定的に供給できる持続可能な地域農業を確立し、農
　　業者の所得増大を支える姿
②　豊かでくらしやすい地域共生社会の実現
　　　総合事業を通じて地域の生活インフラ機能の一翼を担うとともに、様々な活動を通じて、
　　多様な関係者とともに協同の力で豊かでくらしやすい地域共生社会の持続的発展に貢献し
　　ている姿
③　協同組合としての役割発揮
　　　次世代や地域共生社会の構成員とともに、「食と農を基軸として地域に根ざした協同組
　　合」として、経営の健全性を確保し、役割を発揮している姿
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（１）食料安全保障への貢献に向けた地域農業の実践
○　消費者と生産者の負託に応えるために、品目・地域実態をふまえた生産振興により、食料安
全保障に貢献します。
○　適正な価格形成の実現や経営安定対策の強化等に向けて、農政運動を通じた政策の確立とあ
わせ、国民・県民理解の醸成など関係者も巻き込んで取り組みます。

【食料・農業戦略を通じた食料安全保障への貢献イメージ】

食料安全保障への貢献に向けた地域農業の実践

次世代の確保や環境との調和を通じた持続可能な農業の実現

農業者の所得増大と県産農畜産物の安定供給

農業の担い手のニーズへの対応強化に向けた営農経済事業体制の整備

農業者の所得増大

生産トータル
コスト低減 物流効率化 販売力強化

安定供給

デジタル技術活用 事業間連携強化

農業生産の拡大・生産振興

中期経営計画の
策定・実践範囲 中期経営計画 農政運動

担い手確保対策 労働力
支援

多様な
農業者

安全・安心、環境への配慮

担い手

農地確保支援 新規就農支援事業承継支援 相続支援

自助・共助

公
助

よりよい営農活動 環境調和型農業

生産から流通、消費にかけて
JAグループ群馬による
食料安全保障への貢献

農業生産
基盤
維持・拡大

実需者・
消費者へ
国産・県産
農畜産物の
価値訴求

国産・県産
農畜産物の
消費拡大
（地産地消・
国消国産）

農業経営管理支援
機能強化

JA営農経済事業
機能・体制強化

　次世代の担い手の確保や多様な農業者への支援、環境に配慮した農業の推進により、農
業生産基盤を支え、総合事業を通じて JA グループ群馬が一体となって「農業者の所得増大」

「安全・安心な県産農畜産物の安定供給」を実現することで、食料安全保障に貢献します。

基本的考え方

Ⅰ．食料・農業戦略

3



（２）次世代の確保や環境との調和を通じた持続可能な農業の実現
○　新規就農支援、事業承継支援や生前の相続相談を通じた世代交代期における次世代の担い手
の確保を着実に進めます。また、地域農業を支える多様な農業者に対する農業サービス事業体
としての支援を強化します。
○　担い手の労働力確保に向けて労働力支援の取り組みを強化し、農業生産現場の労働力不足の
解決に貢献します。
○　よりよい営農活動（GAP手法を活用した営農の実践）や環境調和型農業などの実践により、
生産現場の課題をふまえながら、安全・安心、環境に配慮した農業の推進を通じて、持続可能
な農業の実現と農業団体としての社会的責任を果たします。

（３）農業者の所得増大と県産農畜産物の安定供給
○　「国消国産」の実践として、県産農畜産物の消費拡大の推進を通じて「地産地消」の取り組
みを進めます。
○　生産、加工、流通、販売までのフードバリューチェーンにおけるコストを削減しながら、県
産農畜産物の付加価値を増大させ、県産農畜産物の消費拡大、実需者・消費者へ安定供給をす
ることで農業者の所得増大に貢献します。
○　スケールメリットを活かした資材調達・提案に継続して取り組むとともに、国内資源の有効
活用や無駄のない施肥・農薬等の環境への配慮と経済性を考慮した技術・資材の普及・推進を
通じて、生産トータルコスト低減を進めます。

【国消国産と地産地消の関係イメージ】

（４）農業の担い手のニーズへの対応強化に向けた営農経済事業体制の整備
○　営農指導事業を中心に販売・購買・利用事業等が一体となって、営農経済事業の最適な体制
を検討し、デジタル技術の活用による営農指導の効率化・高度化と、それに向けた人材育成等
に取り組みます。
○　多様化・高度化する担い手のニーズに応じるため、営農経済事業のみでなく、信用・共済等
との事業間連携による総合事業力を発揮していくため、担い手対応強化と農業経営改善支援機
能の強化に取り組みます。

「国消国産」は地産地消やSDGsにもつながっている

各地で、地産地消を
すすめよう!

国消国産の実現!

SDGs
にも貢献農家の皆さんを応援!!

その地域で生産された農畜産物を
その地域で消費しよう

私たちの『国』で『消』費する食べものは、
できるだけこの『国』で生『産』する

●食料自給率が高くなる
●農畜産物を生産する力が高まる
●次世代の農業生産者が増える

●食材は長距離輸送する必要がなく、
　CO₂排出量の削減で“つくる責任”に貢献

●必要以上の食料輸入をしないことで、
　“飢餓をゼロに”に貢献

例えば

そのことに
よって

JA直売所で

地元の新鮮な

農畜産物を手にとる

地産地消

地産地消

地産地消

地産地消
地産地消

地産地消
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（１）活動・事業を通じた組合員の豊かなくらしの実現（活動と事業の好循環）
○　組合員のくらし（ライフステージ）に最適な活動と事業を提供する「組合員のくらしを軸と
した事業・活動」を提起・実践します。
○　組合員のニーズを把握するため、対面と非対面による事業・部門の垣根を越えた「くらしに
寄り添う接点創出」を提起・実践します。
○　協同組合として特色ある取り組みである協同活動と総合事業が好循環することで、JAが組
合員に提供する価値の最大化を進めます。

【くらし・地域活性化戦略を通じた組合員のくらし・地域社会への貢献イメージ】

活動と事業を通じた組合員の豊かなくらしの実現

活動と事業を通じた地域社会の活性化・地域共生社会の実現

各種協同活動の実践による
協同組合としての強みの発揮

総合事業による
組合員の豊かなくらしの実現

組合員のくらしを軸とした活動・事業

重点取組の設定と取組計画の策定

組織活動・地域貢献活動による
地域社会・コミュニティの維持・活性化

総合事業による
地域の生活インフラ機能の発揮

JAが主体の活動

組合員組織が主体の活動

全世代型食農教育、健康増進活動

生活・購買 生活購買店舗・農畜産物直売所等

信　用 総合事業性を活かした金融仲介機能

共　済 組合員・利用者本位の保障提供

拠り所の提供、見守り活動、助け合い活動、
子育て支援、環境保全、都市農村交流

生活・購買、厚生・介護、信用、共済

厚生・介護 健康増進活動、高齢者福祉活動

旅　行 総合事業と連動した旅行・催し

女性組織活動
青年組織活動
文化活動等

組合員との接点
 （つながり）創出

組合員の願いと
ニーズの把握

事業・部門の
垣根を超えた
活動・事業の提供

組合員の願い
の実現

♫

活動と事業の好循環

組合員の
くらしへ
の貢献

地域社会
への貢献

Ⅱ．くらし・地域活性化戦略

　協同活動と総合事業を通じた組合員の願いの実現・課題解決により、組合員のくらしへ
の貢献、地域社会の活性化・地域コミュニティの維持による地域社会の持続的発展に貢献
します。

基本的考え方
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【組合員のくらしを軸とした事業・活動イメージ】

JAの協同活動・総合事業

組合員の願い・ニーズ

新規就農
支援

農業資金
融資

生活障害
共済

農産物
出荷販売

農機具・
資材販売

農業リスク
保障

子育て
支援

食農
教育

口座
開設

交通安全
教室

訪問活動や総合相談
機能による対面接点

デジタル技術の活用
による非対面接点

組織・事業の枠を超えた
連携強化による組合員の
くらしを軸とした総合事業

マイカー
ローン

自動車
共済

直売所
・Aコープ

JA-SS

JAまつり

金融
教育

教育
ローン

こども
共済

防災・減災
の取り組み

住宅
ローン

建物更生
共済

医療・厚生
事業

健康増進
活動

医療
共済

拠り所・
組織活動

資産
運用

農業塾
（定年帰農）

介護保険
支援事業

介護予防
運動

介護
共済

事業承継
支援

相続
相談

養老・終身
共済

活動と事業に
よる課題解決

対面・非対面接
点を通じた把握

+

✓就農資金
✓就業不能
　への不安

就農
・就職

✓農機・資材
✓営農技術
✓不作
✓販売先

✓こども・家
　族の食育
✓子育てノウ
　ハウ、仲間

✓自動車購
　入費用
✓自動車事
　故

✓拠り所、仲
　間づくり
✓生活資金
　の準備

✓農畜産物
　の購入
✓ガソリン
　購入

✓学資金
✓住宅購入
　費用
✓自然災害

✓治療・入院
　費用
✓未然防止

✓介護費用
✓未然防止

✓相続
✓事業承継
✓遺族の生
　活資金

営農 結婚・出産 車の購入 日常生活
こどもの
進学 住宅購入 病気 老後の生活 介護 死亡

（２）各種協同活動の実践による協同組合としての強みの発揮
○　JA役職員と組合員が一体となって JAくらしの活動や教育文化活動等の各種協同活動を実
践し、組合員のくらしと地域社会に貢献します。
○　協同活動における最も重要な取り組みとして、「全世代型食農教育」に取り組むとともに、
幅広い世代の関心が高い「健康増進活動」に取り組みます。

（３）総合事業による組合員の豊かなくらしの実現
○　JA・全農群馬県本部は、生活購買店舗・JA農畜産物直売所・ガソリンスタンド・葬祭センター
等の組合員に寄り添う拠点運営を通じて、組合員の地域における豊かなくらしを支えます。
○　JAバンク群馬・JA共済連群馬は、一人ひとりの組合員・利用者本位の最適な組み合わせで
の金融・保障サービスを提供することを通じて、農業・くらし・地域を豊かにしていくことを
めざします。
○　JA・厚生連は、組合員の安心で健やかなくらしの実現に向けて、健診事業や健康増進活動な
どの厚生事業や地域のセーフティネットとしての機能発揮に向けて介護事業に取り組みます。
○　農協観光は、JAと連携し、労働力支援に関する研修や援農ボランティア・外国人材など県
域で抱えている課題の解決に取り組みます。

（４）活動・事業を通じた地域社会の活性化・地域共生社会の実現
○　総合事業による生活インフラ機能や JAくらしの活動、教育文化活動、地域貢献活動などの
各種協同活動の展開、行政や地域の課題解決に取り組む企業・団体等との連携を通じて、地域
社会の活性化に貢献します。 

6



【組織基盤強化戦略の全体イメージ】

JAの仲間づくり（関係強化、組合員数の維持・拡大）

関係性
（強）

正組合員
（担い手）

准組合員
（農業振興の応援団）

運営
参画

意思
反映

関係性が強固な層
（アクティブ・メンバーシップ）

❷ 

関
係
強
化

　

 

個
別
ニ
ー
ズ

　

 

へ
の
対
応
等

❷ 

関
係
強
化

　

 

活
動
と
事
業
の

 

　好
循
環
に
よ
る

　

 

関
係
強
化

❷ 

関
係
強
化

　

 

活
動
と
事
業
の

　

 

好
循
環
に
よ
る

　

 

関
係
強
化

活動・
事業利用

活動・
事業利用

意思
反映

運営
参画

関
係
強
化
・
組
合
員
拡
大

関
係
強
化
・
組
合
員
拡
大

関
係
強
化
・
組
合
員
拡
大

正組合員
（多様な農業者）

関係性が希薄な層 関係性が希薄な層

❹ 組合員学習によるJA・協同組合理念への理解促進

メ
ン
バ
ー
シ
ッ
プ
強
化

関係性が
強固な層
（アクティブ・
メンバーシップ）

JAへの参加・
参画意識の
高い層

❸仲間づくり
　 （新規就農支援、次
世代総点検運動との
連動）

❸ 仲間づくり
　（イベントや広報、
SNS 活用による
JAファンづくり）

❶対話やアンケート等
による組合員の願い
の把握と組合員の類
型化・方針策定

地域住民など

Ⅲ．組織基盤強化戦略（JA 仲間づくり戦略）

　組合員の意思反映に向けた組合員との対話に取り組むとともに、組合員の願いを把握し、
協同活動と総合事業を通じて実現することで、組合員との関係強化をはかります。 
　JA が「食と農を基軸として地域に根ざした協同組合」としてさらなる助け合いの力を
発揮するため、JA の仲間づくりに取り組みます。

基本的考え方
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【組織基盤強化方針に基づく関係強化のイメージ】

組織基盤強化方針の策定・施策の検討

❶ 現状把握・自JAの組合員の類型化

アンケート
結果

地域の現状・将来像

現状把握・分析

例 …

組合員の
類型化

セルフチェック
結果

✓組織基盤強化に向けて、組合員類型や注力すべき
組合員ごとに①認知度、②事業利用、③活動参加、
④運営参画等の観点をふまえた方針を策定

✓組合員類型等ごとの接点やニーズ等を考慮し、具
体的な施策の方向性を検討

✓既に自 JA で実施している取り組みの有無、重複
や漏れを確認

✓事例等を参考としながら類型等との関係強化に向
けた具体的施策の検討

組合員の現状把握と類型化、対応の重点化

❸ 方針の策定・施策の検討

❷ 対応の重点化（注力すべき組合員の検討・選定）

正組合員
中核的担い手

自 JAで注力すべき組合員を決定

正組合員
中核的担い手

正組合員
多様な農業者
（販売無し）

准組合員
男性
●～●歳

准組合員
女性
●～●歳

1. 目的
2. 組織基盤の現状
3. 組織基盤強化の方向性
　（今後３か年での重点）
4. 類型ごとの関係強化策
　①認知度向上
　②事業利用の推進
　③活動参加の推進
　④運営参画等の推進
5. 組合員の加入促進策

JA○○組織基盤強化方針（例）

准組合員
女性
●～●歳

（１）組合員の現状把握と類型化をふまえた関係強化
○　担い手訪問や日常的な事業利用・活動参加等の機会を利用した「組合員との対話運動」を継
続・強化します。
○　組合員との対話やアンケート等により組合員の願いを把握し、組合員の類型化・対応の重点
化に取り組むとともに、組織基盤強化方針を策定します。
○　策定した方針に基づき、組合員類型に応じて、①認知度向上、②事業利用の推進、③活動参
加の推進、④意思反映・運営参画の推進などにより、組合員の豊かなくらしの実現のために組
合員との関係強化をはかります。

（２）価値観を共有する仲間づくり（組合員数の維持・拡大）
○　担い手確保対策および新規就農者の育成・定着支援を通じて「農業振興の主人公」である次
世代の正組合員を確保するとともに、多様な農業者の願いの実現等を通じた家族の組合員加入、
「農業振興の応援団」の拡大に向けて、都市農村交流や食農教育などを接点に、准組合員の加
入促進や地域住民との関係づくりに取り組みます。

（３）女性・青年をはじめとする多様な組合員の参画促進
○　女性組織や青年組織など、組合員が結集する場である組合員組織の活動の活性化、盟友やメ
ンバーの仲間づくりを支援します。
○　多様な組合員の声を JA運営に反映するために、女性や青年農業者の組合員加入や総代・理
事等への参画について、目標と計画を定めて参画を進めます。
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【経営基盤強化戦略取り組みイメージ】

健全・強固な経営基盤の確立

経営者のリーダーシップ

持続可能な経営基盤の確立・強化

組合員・利用者から信頼される組織・業務運営の実践

価値提供に向けた
協同組合らしい人づくり

経営計画策定

経営戦略の
高度化

人材育成基本方針の
見直し・実践

デジタル活用
ニーズ起点の
事業伸長

社会的潮流・要請をふまえた
持続可能性に資する取り組み

組合員・利用者本位の業務運営 ガバナンスの強化 内部統制の強化と
JA版３線モデル実効性向上

JA間連携効率化

事業間連携

働きやすい、
働きたいと感じる
職場づくり

連動

理念
教育

離職増・採用難の
時代の人材確保

JA経営・協同
組合運動を支える
人材の育成

PDCA管理
（場所別部門別損益管理）

実践体制構築

Ⅳ．経営基盤強化戦略

　将来にわたり組合員・利用者に価値提供していくために、不断の自己改革として、財務・
収支の改善をはかることで、持続可能な経営基盤の構築に取り組みます。また、適切なガ
バナンス・内部統制の構築に取り組むことで、組合員・利用者から信頼される組織・業務
運営を進めます。 
　価値提供の土台となる JA の組織基盤・経営基盤を強化していくために、一人ひとりの
役職員が役割発揮できるよう、JA を支える協同組合らしい人づくりを進めるとともに、
多様な職員が働きやすい、働きたいと感じる職場づくりに取り組みます。

基本的考え方

（１）持続可能な経営基盤の確立・強化
○　中長期的目線で JA経営がどうあるべきかを検討し、組合員や職員の声もふまえ、要員再配
置等も検討したうえで実効性ある経営計画を策定し、場所別部門別損益管理等の PDCA管理
に取り組みます（経営戦略の高度化）。
○　デジタル化やシステム対応の効率化・高度化に向けた体制を整備し、JAグループ群馬とし
てめざす方向性や取り組みを基本構想として取りまとめて実践します。
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○　合併の検討にあたっては、前回大会で決議した経営基盤強化・組織のあり方にかかる長期ビ
ジョンに基づき協議を進めます。

（２）組合員・利用者から信頼される組織・業務運営の実践
○　JAは、「組合員・利用者本位の業務運営にかかる取組方針」に基づく業務運営を実践します。
○　ガバナンスの強化に向け、内部統制システム基本方針に基づく業務運営とその内容改善およ
び経営の透明性を確保するための内部統制システム基本方針の開示に取り組みます。
○　不祥事未然防止に向け、業務執行ラインの管理者の知識・スキル向上といった人材育成に取
り組むとともに、JA版３線モデルの実効性強化、とりわけ２線の強化を進めます。

（３）価値提供に向けた協同組合らしい人づくり
○　協同組合らしい人づくりに向け、経営戦略に基づく人材育成基本方針にかかる取り組みの見
直し・強化を進め、実践します。
○　協同組合理念教育をはじめとする協同組合らしい職員教育や各戦略の実践を担う職員、経営
戦略の策定・実践を担う経営人材の育成に取り組みます。
○　離職増・採用難の時代の人材確保に向け、JAらしいインターンシップの実施や広報部門と
の連携を進めます。
○　多様な職員が働きやすい、働きたいと感じる職場づくりに向け、エンゲージメント調査等を
ふまえた職場改善を経営者と職員一体となって検討するとともに、健康経営を実践します。

【人材育成の３要素】

人材育成の3要素を含む人材育成基本方針の見直し・実践

エンゲージメント調査をふまえた職
場改善（職場風土改善、処遇の改善、
諸制度の見直し、管理者育成）
健康経営の実践　　　　　　　　等

働きやすい、働きたいと感じる
職場づくり

協同組合運動者としての職員教育
戦略実践を担う職員の教育
経営人材の育成　　　　　　　等

JA経営・協同組合運動を
支える人づくり

職場環境
づくり

人事管理

協同組合
理念教育

JAらしいインターンシップ
広報とも連携したJAイメージアップ　等

離職・採用難の時代の人材確保

教育研修
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【広報戦略を通じた農業・JA グループに対する理解醸成と戦略的な情報発信イメージ】

JAグループの役割・存在意義等

食料安全保障

食料・農業戦略 地域住民・消費者

有識者

窓口の会話に活用 訪問活動での話題に

役員が入った会議体で、経営方針等との連動をはかりながら、
広報戦略を策定・点検等

〈JAグループ広報戦略〉 〈JA広報戦略〉
（JA全国大会決議をふまえ全中が策定）広報力向上 !

理解を深めるために
役職員間で会話

役職員一人ひとりの情報共有 広報戦略の策定広報力の向上

実需者

メディア

各種協同組合

組織基盤強化戦略
（JA仲間づくり戦略）

くらし・地域活性化戦略 経営基盤強化戦略

「国消国産」実践の重要性

農畜産物の安定供給
JAの総合事業や協同活動への好影響

消費者の行動変容 適正な価格形成

国民理解

広報展開

良好な世論

訴求内容 訴求対象 手　段

JAグループ各組織

広報戦略

　食料・農業・農村基本法の改正をふまえた「食料安全保障の確保」「適正な価格形成」に
向けた県民理解醸成および行動変容に向けた情報発信に取り組みます。
　JA の存在意義、提供する価値について理解・共感を醸成するため、国際協同組合年も
ふまえ、協同組合の役割や価値に対する理解の醸成をはかります。

基本的考え方

Ⅴ．広報戦略

（１）戦略的な情報発信に向けた広報戦略の確立
○　「JAグループ広報戦略」に基づき、戦略的な情報発信を進めます。あわせて、パブリシティ・
トップ広報・SNSの実践強化を行います。

（２）農業・JA グループに対する理解醸成・行動変容に向けた情報発信
○　「国消国産 JAグループ統一運動」の取り組みにより、「国消国産」および「地産地消」の重
要性について県民理解醸成をはかり、消費者の行動変容や適正な価格形成に向けた情報発信に
取り組みます。

（３）組合員・職場向け広報（組織内広報）による組合員・役職員の理解促進
○　組織内外への情報発信を強化するため、役職員一人ひとりへの情報共有を迅速に進めるとと
もに、持続可能な組織・経営基盤の確立をはかるため、協同組合理念や JA事業への理解促進
に向けた組合員および役職員に対する広報活動を展開します。

JAグループ群馬
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